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神戸家庭裁判所委員会( 開催)議事概要H16.11.10

１ 日時

平成１６年１１月１０日（水）午後１時３０分から午後４時まで

２ 場所

神戸家庭裁判所大会議室

３ 出席者

（委員） 秋山秀樹，市村允正，北野聖造，木村治子，楠 武人，

笹村政子，西村恵三子，橋本千穂，播磨俊子，前野育三，

正木きよみ，將積良子（委員長 ，横山修二（敬称略））

（説明者）水口冨美永，和田 勉，南 民和，西山定博

（庶務） 田中敏治，杉原哲治，三好敏夫，深 計之

４ 議事（●：委員長，○：委員，□：説明者，△：庶務）

( ) 開会のことば（総務課長）1
( ) 所長あいさつ2
( ) 新しい委員の紹介3
平成１６年１０月１８日付けで新たに神戸家庭裁判所委員に任命された正木きよみ

委員の紹介があった（平成１６年６月１日付け選任の江見康行委員は欠席につき，次

回委員会で紹介 。）

( ) 委員長代理の指名4
委員長代理には，正木委員が指名された。

( ) 委員会の運用に関し必要な事項の決定5
別紙第１のとおりの内容で，神戸家庭裁判所委員会会則が確認された。

( ) 前回委員会で提案されたことについての裁判所からの報告6
● 運営等に関する事項については，この程度とします。次に，前回の委員会で御提

言いただきました中で，来庁者アンケートと高校生に対する広報を実施いたしまし

たが，それについて担当者から報告します。

〈来庁者アンケートについて〉

△ 前回７月５日付け委員会の提言を受けて，神戸家庭裁判所では，１１月１日から

来庁者に対するアンケートを実施することといたしました。お手元に配布させてい

ただきました「利用者の声 （別紙第２）を使用しています。アンケート用紙を置」

いている場所については，１階交通待合室，２階玄関ホール，調停の申立人待合室

及び相手方待合室，３階家事待合室２室，４階少年関係人待合室及び一般待合室の

合計８室へ設置しました。設置しましたアンケート用紙については，来庁者の方が

自由に記入いただいて，２階正面玄関ホールに備え付けました投函箱へ投函してい

ただきます。

投函していただきましたアンケートにつきましては，毎週金曜日に総務課で回収



- 2 -

し，意見の内容によっては，改善を図ったり，職員の研修等の際にも役立てたりし

たいと考えています。また，アンケートの結果やそれを受けて改善した点について

は，順次，神戸家庭裁判所委員会で報告させていただきます。

なお，１１月１日から５日までの１週間で，２人の方がアンケートに答えてくだ

さいました。４０歳の女性と７８歳の女性の方です。２人とも用務先はすぐに分か

り，職員の対応も良かったとのことです。職員の対応については 「言葉遣いが丁，

寧で優しかった 」とか書かれています。施設や設備等の利用などについては 「申。 ，

立人と相手方が廊下やトイレで出会ってしまう 」とか「花などがあれば心が和む。

のではないでしょうか 」の意見がありましたので，今後，検討させていただきた。

いと考えています。

〈 法の日週間」広報行事（高校生に対する広報）について〉「

△ 神戸家庭裁判所では，今年の「法の日週間」の広報行事といたしまして，１０月

３１日の日曜日に，高校生を主な対象とした催しを行いました。

高校生に参加していただくために，次のような広報を企画しました。まず，事前

に，兵庫県教育委員会，神戸市教育委員会等を訪れて，企画の趣旨を説明して協力

を依頼しました。また，ポスター及びチラシを神戸市内にある県立，市立，私立高

校６２校へ送付して学内の掲示板に掲示いただくように依頼しました。また，兵庫

県立高等学校長協会の会長である市村委員にも，校長会で行事の趣旨を説明してい

ただく形での御協力を依頼させていただきました。その結果，市村委員から，校長

会でこの行事について紹介していただくことができました。御協力ありがとうござ

いました。次に，家庭裁判所委員の皆様にも企画の御連絡を差し上げ，また，裁判

所のホームページへ掲載させていただきました。また，総務課長が，神戸地方裁判

所内にある司法記者クラブへ行って，広報行事の趣旨を説明した上で，取り上げて

いただくようにお願いしました。その結果，神戸新聞に取り上げていただくことが

できました。どうもありがとうございました。

また，応募が少なかったので，応募期間の締切間際ころにポスター等を送付させ

ていただきました学校に，再度生徒への呼びかけをしていただくよう協力を電話で

お願いしました。

行事としましては，まず，家事部の正木部総括裁判官から，高校生にも分かりや

， ， 。すい内容で 質疑応答も含めて 家庭裁判所についての話をさせていただきました

講演の主な内容は，高校生程度の年齢の生徒が，過去に経験した事柄及びこれか

ら経験するであろう事柄について，市民生活の中で，家庭裁判所とかかわりのある

事項について説明しました。まずは，一般的に，家庭裁判所が取り扱う家事事件及

び少年事件の概要を説明し，その上で，離婚の仕組みや，離婚による戸籍の変動，

親権の指定変更，養育費の決定，養子縁組など，親が離婚したことによってその子

， ， ， ，供が影響を受ける事項を中心に また 自分自身の将来の問題として 結婚や離婚

相続，子供を持つことに伴う権利や義務について説明しました。

その後，少年審判廷，科学調査室，調停室及び法廷を見学し少年審判手続，調停

及び訴訟について説明し，法廷では，希望者に，法服を着て裁判官席に座っていた

だき，自由に写真撮影をしていただきました。
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参加者は，男性５人，女性４人で，内訳は，保護者も含めて一般が３人，高校生

が５人，中学生が１人です。参加者のアンケート結果は，今回の家庭裁判所の広報

行事をどのようにして知りましたかとの質問には，新聞で知ったが最も多い回答で

した。広報行事の感想については 「大変参考になった」が６人 「参考になった」， ，

が３人で，全員が参考になったとの回答です。裁判官の説明については，９人全員

が「大変分かりやすかった」との回答です。

具体的な感想としましては 「家庭裁判所は，すごく身近で，疎遠ではないと思，

った 裁判官の話を聴けて 法律や裁判所についてもっと興味が持てました 家。 ， 。」，「

庭裁判所とはどういう所かということから教えていただいたので，理解しやすかっ

た 「裁判所というと遠い存在であるという印象であったが，生活に密着した問。」，

題解決の場であるということがよく分かった 」というものでした。。

● 今の報告をお聞きになって，何か御意見等はございませんか。

○ 今回のような高校生に対する広報行事は，今後も継続して行っていただけるので

しょうか。

△ 教育委員会等を訪問した時も，ぜひ継続して実施して欲しいとの要望をいただい

ておりますので，時期は分かりませんが，定期的に実施していこうかと考えていま

す。ただ，対象を高校生だけに絞ることは検討の必要があると考えています。

○ アンケート用紙の右側の「意見欄」は書かれている方は少ないのですよね。

△ おりません。

○ アンケートの様式を縦向きにして 「意見欄」のスペースを小さくして，その分，

大きな文字で表記して，眼鏡をかけて書かなくてもよい大きさにしてはどうでしょ

うか。

( ) 裁判所からの説明7
● 前回の委員会に関連することはここまでとしまして，ここからは，今回のテーマ

についての意見交換に入っていきたいと思います。今回の意見交換のテーマは，前

回決めましたとおり 「高齢化社会と家庭裁判所の関わり方～主として成年後見制，

」 。 ，度の関係を中心として～ です 日本は今や世界有数の長寿国となっておりますが

それに伴い高齢化社会が進行しており，成年後見の問題を始めとして家庭裁判所が

関与する様々な問題が生じています。今回は，成年後見制度がメインテーマとなっ

ておりますが，それに関わらず家庭裁判所と高齢化社会の問題について，どしどし

意見交換をしていただきたいと思います。

その前に，成年後見制度について御理解を深めていただくために，担当者から説

明をいたします。まず，私が家事審判官として成年後見事件を担当しておりますの

で，私から，簡単に，成年後見制度の概要を説明したいと思います。

人間がだんだん年を取ってくると，判断能力や記憶力が弱くなり，その結果他人

に騙されたり，失敗したりすることも多くなります。委員の皆さんも豊田商事事件

や高齢者が悪質な訪問販売業者に高い品物を買わされた例などが新聞紙上を賑わし

たことを覚えておられると思います。

成年後見制度は，高齢者に限りませんが，２０歳以上の方（成年）であって，痴

呆，知的障害，精神障害などの精神上の障害のために判断能力が不十分な方たちの
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財産管理や契約締結の際に援助する制度です。その目的は判断能力が不十分な本人

を保護する制度です。

例えば，判断能力の不十分な方が，自分の所有している不動産を非常に安い値段

で売ってしまう契約をしたり，訪問販売などで必要でもない高価な商品を買ってし

まった時に，家庭裁判所によって選任された成年後見人等がそのような不利益な契

約を取り消して本人の財産を守ったり，あるいは成年後見人等が本人に代わって代

理人として財産を売買したり，介護契約とか施設に入所する契約を締結するなどし

て，本人を保護する制度です。

これまでも判断能力が不十分な方たちを援助し，保護する制度として，禁治産及

び準禁治産の２類型がありましたが，今から１００年以上も前から設けられている

古い制度で，禁治産や準禁治産が宣告されると戸籍や官報に記載されていたことも

あって，十分活用されているとはいえませんでした。また最近準禁治産より精神上

の障害が軽い人でもトラブルに巻き込まれるケースも増えてきました。また近年に

なって，本人の意思や自己決定権の尊重，障害者や高齢者が社会の一員として普通

に生活し活動できる社会を目指すノーマライゼーションの理念も強調され，これら

， ，の理念と本人保護の調和の観点から 利用しやすい制度を目指して法改正が行われ

。 ，新しい成年後見制度が平成１２年４月１日からスタートしました 新しい制度では

本人のプライバシーにも配慮して，新設された後見登記にこれらの内容を記録する

ことになり，戸籍や官報には記載されないことになりました。

お手元に配布いたしました「新しい成年後見制度の概要 （別紙第３）を御覧下」

さい。新しい成年後見制度は，法定後見制度と任意後見制度に大別されます。法定

後見制度は，後見人の権限などが法律で定まっている後見の制度です。

法定後見制度では，現に判断能力が不十分な状態にある方々について，本人や家

族等の関係者の申立てにより，家庭裁判所が適任と認める人を成年後見人等に選任

します。

新しい制度では，これまでの禁治産，準禁治産制度を後見・保佐の制度に改める

とともに，保護できる方の範囲を広げて新たに補助の制度を作り，軽度の痴呆，知

的障害又は精神障害の状態にある人を保護の対象としました。

判断能力の不十分さの程度によって，後見，保佐，補助の３種類に分けられます

が，いずれに該当するかが問題となります。一般的には，本人の判断能力が全くな

い場合は後見，著しく不十分な場合は保佐，不十分の場合は補助ということになり

ます。

法定後見制度は，本人が判断能力が不十分になったときのことを事前に決めてお

かなかった場合，すなわち判断能力が不十分になってからの制度で，いわば「転ん

でからの杖」というべきものです。

一方，任意後見制度は，当事者間の契約による後見制度で，今回新たに設けられ

た制度で，いわば「転ばぬ先の杖」です。これは，本人が判断能力が十分にある間

に，将来自分の判断能力が低下したときに援助・保護してくれる後見人を，事前の

契約で決めておく制度です。任意後見人として誰を選任するのか，任意後見人の権

限の範囲・内容などを事前に当事者間で定めておく点などが，法定後見制度と異な
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っています。

， ， ，この任意後見制度を利用したい方は 家庭裁判所ではなく 公証人役場に行って

公証人に任意後見契約の公正証書を作ってもらう必要があります。また，任意後見

人が実際に活動するためには，本人その他関係者から本人の判断能力が衰えたこと

を理由に家庭裁判所に申立てをしていただき，家庭裁判所が任意後見人を監督する

任意後見監督人を選任して，任意後見人選任の効力を発生させる必要がありますの

で，この点に御注意下さい。

後見制度は，いずれも「精神上の障害」を要件としていますから，精神上の障害

を伴わない身体障害者は対象になりませんし，以前は準禁治産の対象とされた単な

る浪費者も保佐制度の対象者から除外されています。

最初に申し上げましたように，成年後見制度は，精神上の障害により判断能力の

不十分な方たちの財産管理や契約の締結などを援助し，本人を保護するための制度

です。

成年後見制度の利用が必要な場面としては，判断能力の不十分な方名義の不動産

の売買，賃貸借，金銭の貸し借り，担保権の設定，遺産分割，預貯金の払い戻しな

ど，本人の財産の処分や管理を行う必要が生じたときなどのほか，本人の身上監護

に関するものとして，介護保険契約における要介護認定の申請，福祉サービスの契

約，施設入所の契約，病院などと医療契約を締結する必要が生じたときなどが一般

的な利用形態と考えられます。

また，例外的な場合として，例えば，判断能力の不十分な親の財産を巡って，子

供たちの間で財産争いが発生したり，発生する可能性が高い場合など，つまり遺産

分割の前哨戦が始まっている場合などには，積極的に成年後見制度を利用していた

だいた方がよいと思います。この場合家庭裁判所は，子供たちの中から後見人を選

任するのではなくて，第三者である弁護士や司法書士などの専門家を選任すること

があります。これにより子供たちの親の財産を巡る争いを間接的に防止し，兄弟間

， 。で争いを起こさなくて済み 本人も安心して老後を送れるのではないかと思います

家庭裁判所は，後見人等の不正を防止するため，後見監督人を選任して監督した

， ，り 必要に応じて後見人等に職務執行について不正がないかなどをチェックしたり

直接指導したりしています。

新しい成年後見制度がスタートしてから４年目に入りましたが，利用者の数は３

倍以上になっています。その背景には，高齢社会への対応や障害者等の福祉の充実

に対する社会の要請が高まっていること，判断能力が十分でない方々を適切に援助

するための仕組みが整えられ，利用し易くなったことなどが挙げられます。家庭裁

判所としては，成年後見制度をさらに利用しやすい制度とするため努力して行きた

いと考えています。

□ 家事首席書記官の和田でございます。將積委員長から成年後見制度全般について

説明がございましたが，私からは，家庭裁判所における法定後見制度の手続，つま

， ， 。 ，り後見 保佐 補助の手続について説明を申し上げます これから申し上げる中で

後見，保佐，補助を一括して指す場合には単に後見等と略称させていただきます。

お手元に配布しました「審判手続の流れ図 （別紙第４）を御覧ください。後見」
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等の申立てがありますと，家裁の受付で 申立書や添付書類を審査し，申立てを受

理しますと，審判の係に事件を配てんします。その後，本人の財産状況や判断能力

等を調査し，本人の判断能力について鑑定を行い，その調査結果や鑑定結果が提出

された後，裁判官（家庭裁判所では審判官とも呼びます ）が後見等を開始するか。

どうかを判断します。開始するとの審判（認容審判）が出れば，その審判内容を後

見等の申立人や後見人等に通知し，その審判が確定しますと，東京法務局に後見等

の登記嘱託を行うことになります。

それでは，誰が，どこの裁判所に，どういう書類を提出したらいいのか，後見等

の申立てにどの程度費用が要るのかについて説明いたします。お手元の「成年後見

等開始申立ての手引 （別紙第５）をご覧下さい。申立てをできる人は，本人，配」

偶者，四親等内の親族，市町村長などで，申立ては本人の住所地を管轄する家庭裁

判所にしていただくことになります。本人に親族がいないような場合で，本人の福

祉を図るために特に必要がある場合には，市町村長が申立てをできるようになって

います。

申立てに必要な書類は，申立書，申立書付票，後見人等候補者身上書等です。こ

れらはいずれも家庭裁判所の受付に所定の用紙があり，これらに記載していただく

ことになります。その他申立てに際し必要な添付書類としましては，申立人や本人

の戸籍謄本，本人や候補者について「後見等の登記がなされていないことの登記事

項証明書 ，後見等候補者の身分証明書など申立てに当たって必要な書類を提出し」

ていただく必要があります。

ここでいう登記事項証明書と身分証明書について説明いたします。成年後見等に

ついては，従来の戸籍の記載に代えて新たに登記制度が設けられましたので，この

登記を見ることによって後見開始の審判などを以前に受けているかどうか確認でき

ます。また，申立ての際には本人や候補者について後見登記等の登記がないことの

証明書を提出していただくことになっています。

成年後見人等候補者の身分証明書ですが，これは市町村が発行しているもので，

破産宣告を受けている者は成年後見人等の候補者になることができないので，破産

宣告がないことを確認するために提出していただいています。

次に，申立ての際に必要な費用は申立て１件について収入印紙８００円，郵便切

手（連絡や審判書送達費用）５，０００円前後，被後見人等の登記印紙４，０００

円で，申立てには合計１万円程度の費用が必要です。

申立てが受理されますと，事件は担当係に配てんされ，係の書記官の方でも申立

書や添付書類等を再度チェックし，問題がなければ，審判官の調査命令により，家

裁調査官が本人の判断能力や財産状況などを確認するために調査を行います。家裁

調査官の調査の詳細はこの後の家裁調査官の説明に譲りますが，私の方から申立書

が受理された際に，その機会を利用して家裁調査官が面接を行う受理時面接につい

て説明させていただきます。神戸家裁本庁では，調査や審理の促進を図るために，

この４月から週２日程度ですが，例えば申立て時点で必要な書類がほぼ整い，本人

の財産状況がほぼ明らかになっていて，紛争性も少ないと思われる事件などについ

て，申し立てたその日に，家裁調査官が申立書を持参した申立人や申立人に同伴し
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た後見人候補者などと会って面接を行う受理時面接制度を実施しています。この制

度は，審理期間の短縮に大きく貢献しています。

次に，鑑定ですが，後見と保佐については原則として鑑定をすることになってい

ます。補助と任意後見については，基本的に鑑定が不要とされており，提出された

診断書に問題がなければそれで足りますが，診断書が不備な場合には鑑定をする場

合もあります。鑑定は申立て後に，裁判所が医師を鑑定人に指定して行います。本

人を見てきた医師，つまり本人の主治医がいれば，その人にお願いすることが多い

ようです。

裁判所が事前に医師と交渉して，鑑定料の希望額を聞き，申立人の支払の都合も

確認の上，申立人に鑑定料の相当額を納めていただいた後，正式に鑑定の依頼をし

ます。鑑定料は個々の事案によって違いますが，その多くは５万円から１０万円以

下でお願いしているのが実情です。

次に後見人，保佐人または補助人に誰を選任するかも重要な事項で，家裁調査官

の調査事項にもなっています。後見人等に親族がなることも可能ですし，申立人自

身がなることも可能ですが，後見人等に誰になってもらうのがいいのかよく相談し

て後見人候補者等を挙げるように裁判所では指導しています。後見人候補者が挙げ

られていない場合には，裁判所が第三者の専門家等を選任することになります。ま

た，親族間で誰を後見人に選任するか争いがあるときには，申立人が候補者を挙げ

， ，ていても 第三者である弁護士とか司法書士といった専門家を選任する場合もあり

法人を選任する場合もあります。

その外に，本人の意向も調査することがありますし，管理すべき財産が複雑かど

うかは，誰を選任すべきかの大切な判断材料になりますので，家裁調査官の調査の

対象になります。

， ，今申し上げたような調査や鑑定を経て いよいよ審判ということになるのですが

事案によっては審判官が直接本人や後見人候補者に会って色々お聞きする審問とい

うことを行うこともあります。

後見開始の審判が出ますと，審判書謄本を申立人，後見人等に送付し，審判の内

容を告知し，告知後２週間が経過しても抗告の申立がなければ確定しますが，審判

が確定しますと，書記官が東京法務局に登記の嘱託手続を行います。

以上の後見開始，後見人選任等の手続が終わった後の手続についても若干説明し

ておきます。

後見監督，保佐監督，補助監督（以下後見等監督といいます ）とは，家庭裁判。

所が後見人等の事務を後見人等が正しく行っているかどうかを確認し，問題点があ

れば，これを是正するよう指導監督することをいいます。

家庭裁判所は，成年後見人等に対し，選任後一定期間ごとに照会書を発送して，

本人の現状（身上監護面）や財産及び収支の状況について，その裏付けとなる預金

通帳や領収書等のコピ－を添付していただいて，後見事務の状況について報告を求

めています。

また，成年後見人等が例えば本人の居住用不動産を売却したり，賃貸借契約を結

んだり，抵当権を設定したりする場合には，後見人などの選任の手続が終わってい
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ても，別個に裁判所に居住用不動産売却許可の審判の申立てをし，裁判所の許可が

あって初めて売却等の行為ができることになります。自宅は本人の生活基盤に関す

ることですのでこのような制限が設けられています。

成年後見人等は，報酬付与の申立てをすれば，家庭裁判所がその額を決定し，本

人の財産の中から支払うことになります。管理する財産の額，預貯金，不動産，有

価証券等財産の内容によって手間が違ってきますので，それらを考慮して報酬の額

が決定されます。

□ 首席家庭裁判所調査官の水口でございます。成年後見等開始事件において，家裁

調査官が実際に行っている調査の概要を説明させていただきます。

後見等開始の申立てがなされますと，①後見等開始の要件が整っているか，②後

見人等の候補者が後見人等としてふさわしいかどうか等について調査を行うことに

なります。担当の審判官から調査命令が発令されますと，家裁調査官がこれらの調

査を担当します。

一般的な調査の対象は，①申立人，②後見等開始が必要とされる本人，③後見人

等の候補者，④本人の主治医や入所中の福祉施設等の職員などです。このほかにも

必要があればその他の親族等にお会いしていますし，数は少ないですが任意後見監

督人選任事件の調査も担当しています。

次に，実際の調査の内容について説明させていただきます。まず，申立人に対し

ては，申立書や添付資料をもとに，どのような事情があって本件申立てをされたの

かをお聞きします。例えば，後見等開始を必要とされる本人が，高度障害保険金を

受領するためであったり，土地の売却や賃貸契約締結のためであったり，遺産分割

協議や施設入所契約のためなど様々です。

そこで，後見等開始が本人のために本当に必要かどうか，本人の福祉に適ってい

るかどうかということが，まず，第１の調査のポイントになります。なかには，本

人のためというよりも申立人や親族の目的を適えるための申立てではないかと思わ

れるものもないわけではありませんので，申立人には成年後見制度の趣旨を十分説

明して，理解を得るようにしています。

次に，申立人に，本人の健康状態，病名，判断能力や日常の生活の様子，申立人

や家族・親族との人間関係，生活関係等を具体的にお聞きします。本人が病院や施

設に入院されている場合は，病院名や主治医，担当指導員等の氏名を確認したり，

申立人や親族の面会やお見舞いの状況等も細かくお聞きします。近いうちに家裁調

査官が本人と面接することもお伝えし，早い場合は，申立人とその日程を調整する

こともあります。

併せて，本人の財産内容と財産管理状況や収入及び支出の状況と毎月の必要経費

等について正確に確認しますが，これは，後の後見監督との関係で大変重要な作業

です。申立人に作成してもらう財産目録と登記簿謄本や預金通帳，証書等の資料と

を照合し，不足する資料は追完してもらうように指示します。申立人以外の親族が

本人の財産を取り込んでいるような場合がないわけではありませんが，このような

場合は，大変時間のかかる困難な仕事になることがあります。ですから，申立ての

段階できちんと必要な資料が揃っておれば，迅速に調査を進めることができること
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になります。

本人の多くは，病院や福祉施設に入院しておられ，身上監護面で差し迫った問題

がない場合が多いですから，家庭裁判所の後見監督は，財産の管理状況が適正かど

うかが中心になることが多いです。よって，最初の段階の財産状況の把握は大変重

要な作業といえます。

， ， ， ，さらに 申立人に 後見人候補者について その人を候補者に推薦している理由

本人とのこれまでの生活関係や利害関係の有無，人柄や誠意等について具体的にお

聞きします。そこで，後見人候補者が後見人としての適格性をどの程度有している

かを判断しながら調査して行くことになります。実務では，申立人御自身を後見人

等に選任してほしいと望まれる場合が結構多いのが実情です。

次に，本人の調査についてですが，ほとんどの場合，病院や施設に入所しておら

れるので，家裁に来ていただくのは困難なことが多いですから，家裁調査官が御自

宅なり病院なりを訪問して本人にお会いすることが大半です。訪問する場合は，前

もって御家族や病院の主治医，施設の指導員等に連絡し，本人の状況に十分配慮し

た上で訪問しています。本人が少しでも会話ができるようであれば，ていねいにわ

かりやすく本件申立てについて説明し，本人からお話をお聞きします。お聞きする

内容は，御自分の病状や申立てについてどのように考えるか，だれに後見人等にな

ってもらいたいか，財産はどこにどの程度あるかについてなどです。話ができない

場合でも，頷いたり顔や手の表情で意思表示をされることもあります。呼び掛けて

もわずかな反応だけであったり，全く反応されない場合も少なくありませんが，例

えば，植物状態である等明らかに意思能力がないと前もって診断書や主治医の話か

ら判断できる場合以外は，家裁調査官が病院等に出向いて，本人にお会いするよう

にしています。余談ですが，病院や施設は交通が不便で比較的遠方の閑静な場所に

あることが多く，出張調査はなかなか骨が折れる仕事となっています。また，判断

能力が低下している人達との面接もなかなか難しく，家裁調査官としては，日々面

接技法の研鑚に努めています。

次に，後見人候補者の調査について説明させていただきます。候補者に家庭裁判

所に来ていただき，申立ての内容についてのお考えと後見人等の仕事についての理

解の程度や，後見事務への意欲，本人との生活関係等を具体的にお聞きします。そ

して，候補者自身の生活状況，収入状態や借金の有無等も聴取します。その上で後

見人に選任された後の身上監護や財産管理方針等を確認します。また，例え，家族

や親子であっても，候補者自身の財産と本人の財産をきちんと区別して管理しなけ

ればならないことや，後見監督人や家庭裁判所に財産目録を調製し，資料を添えて

きちんと正確に後見事務の内容を報告する義務があること，家庭裁判所等の指導や

指示に応じてもわらないといけないこと，財産の流用や横領等の不正行為は絶対に

許されないこと等をきちんと説明して，理解してもらうことに力を入れています。

中には，当面する問題が解決すればそれで終わりと思う候補者の方もいますが，そ

うではなく，本人の全財産を適切に管理する職責があることを最初にきちんと自覚

してもらうことがとても大切だと考えています。候補者とのこのようなやり取りを

通じて，候補者が後見人としての適格性を有しているかどうかを判断します。
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新成年後見制度の下では，後見人等は，親族に限らず広い範囲から真に本人のた

めになる後見人等を選任することができますので，例えば，本人の財産を巡って，

遺産分割の前哨戦とも思える親族間の争いが見られるような場合は，候補者ではな

くて，弁護士や司法書士，税理士等の第三者専門家を後見人等に選任するほうが適

当であるとの意見を，家裁調査官が裁判官に提出する場合も少なくありません。そ

の場合は，本人の財産から第三者専門家に報酬を支出することになりますし，家庭

裁判所は親族を信用してくれないのか等の理由で，第三者専門家の選任に難色を示

す親族も少なくありません。後見人等に後見事務をスムーズに行ってもらうために

は，親族と第三者後見人候補者との信頼関係が重要ですので，第三者専門家の選任

に当たっては，家裁調査官が，その選任の必要性について念を入れて丁寧に第三者

専門家の候補者や親族との間の関係調整をしています。また，本人の身上監護と財

産管理をそれぞれ別の後見人が分担する形にして複数の後見人等を選任するのが相

当な場合もあり，家裁調査官としては，ケースバイケースで意見を述べています。

最後に，本人の主治医に対する調査についてですが，電話照会又は直接面談をし

て，本人の病名や病状，能力の程度等を調査し，必要に応じて親族の面会や看病の

状況等の本人と親族の関係をお聞きします。そして，鑑定を引き受けていただける

かどうか，鑑定料の希望額についてもお尋ねし，求めがあれば，最高裁が作成した

鑑定書のひな形の書式を渡して，なるべく迅速に鑑定書を作成していただけるよう

にしております。

( ) 意見交換等8
● それでは，成年後見制度の流れがおわかりになったと思いますので，質問，御意

見等がございましたら，おねがいします。

○ 成年後見事件の関係で弁護士会で調べたところ，弁護士が第三者後見人として家

裁から推薦依頼を受けた件数がずいぶん少ないようなのですが，成年後見事件の具

体的な数字はどのくらいあるのですか。

● 申立ての最初から，後見人候補者に弁護士が記載されている事件も結構あります

し，個人的には，弁護士，司法書士に後見人を依頼している事件は少なくはないと

思うのですが。

□ 神戸家庭裁判所全体での後見開始等，保佐開始等，補助開始等及び任意後見契約

の新受合計事件数（ただし，この数字には関連事件の数も含みます ）は，平成１。

， ， ， 。 ，３年は５３８件 平成１４年は７８５件 平成１５年は１ ０６８件です 指数は

平成１３年を１００とすると，平成１４年は１４６，平成１５年は１９９となり，

平成１４年は平成１３年の約１．５倍，平成１５年は平成１３年の倍となっていま

す。

● 成年後見等事件は，申立人である親族が後見人になるケースがほとんどです。

○ 先ほどの説明を伺いますと，家庭裁判所でかなり細かく事前の審査等をされてい

るように思うのですが，結局，後見人になる方が信頼できるかどうかがこの制度の

核になると思います。平成１２年４月以降から，後見人に関するトラブルについて

は，どのようになっていますか。また，後見人には親族が多いとのことで，後見人

になった第三者専門家も信頼できるとのことですが，被後見人本人がだまされた場
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合の後見人に対する賠償責任はどのようになっているのですか。

○ トラブルとは，どのような意味のトラブルですか。

○ 本人の意に添わないことを後見人にされてしまったからトラブルになったという

ことは，ありますか。

○ 私の経験では，意に添わないことをしたことでトラブルになったということはあ

りませんでした。それとは別に，不適切な管理をしているのではないか，つまり，

本人の財産と後見人の財産をきちんと分けないで管理をしているとか，そのような

ことが，件数については何件とは分かりませんがたまに見かけます。後見人になっ

， ， ， ，た親族の方で 成年後見制度についてのきちんとした自覚 つまり 本人のために

本人の財産と後見人の財産をきちんと分けて管理して，帳簿も付ける必要があるこ

とは家庭裁判所でも後見人に選任する際に言っているのですが，その自覚が抜けて

しまっている人がたまにおります。

そのような事例があると，家裁調査官の方に後見人を調査をしてもらって，その

際に後見人に自覚してもらうのですが，それでも，財産の管理等がきちんとできな

い時は，後見人を家庭裁判所に呼んで，裁判官から後見人に，財産の管理等につい

て「いついつまでにきちんとやりなさい 」などと話をする場合もあります。。

● 親族の場合は，管理について，本人と後見人のお金がごちゃごちゃになって，丼

勘定になってしまう場合があります。また，意識的に使い込む人もいますが，本人

である親の財産と後見人である親族の財産がごちゃごちゃになって，結果的に使い

込んだ状態になってしまうこともあります。

○ 司法書士が後見人になる場合ですが，リーガルサポートという専門の機関があり

ます。後見人の場合，信頼されることが大切ですので，単位制をとりながら倫理を

含めた研修をしています。それでもなお被後見人に損害を及ぼして，司法書士後見

人に管理責任が問われた場合は，リーガルサポート独自の損害賠償基金を設けてお

り，利用者の方には一切損害をかけない形で運用しています。

○ 弁護士会も 「たんぽぽ」に加入している会員は，総額３億円以上の損害賠償責，

任保険への加入が義務づけられていて，何かあっても責任がとれるようになってい

ます。研修についてもきちんとしたものをやっていますので，専門家を後見人にす

る場合については，十分な対応ができていると思います。

● 第三者専門家ではなくて，親族が後見人になっていて，財産の使い込みをした場

合は，問題になります。

○ 最近は 「オレオレ詐欺」なども多いので，この制度を利用してケアできればと，

思うのですが。

● 精神上の障害がないと成年後見制度は利用できないので，オレオレ詐欺とはちょ

っと場合が違ってしまいます。

○ 最高裁の統計等をみますと，新しくできた補助人制度については，利用が非常に

少ないように思うのですが，神戸家裁としてはどのような意識をもって運用されて

いるのですか。利用できるのかできないのか，利用が難しいとも感じるのですが。

□ 関連事件も含めた神戸家庭裁判所全体の補助開始等の新受件数ですが，平成１３

年は７８件，平成１４年は１３７件，平成１５年は２１０件です。ただし，補助開
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始等の場合は，関連事件の関係で，申立実数はこの２分の１から３分の１と考えて

ください。

○ 日常生活は通常にされていますが，訪問販売でだまされたり，高額な商品を通信

販売で次々と買ってしまう場合などに，補助開始の申立てがされた例があります。

申立てが特に難しいとは感じていませんし，本人の能力に問題があって，保佐人を

選任した方が妥当な場合は，保佐開始の申立てに変えてはどうかと言うこともあり

ます。そうでない場合は，鑑定なしで選任されることもあって利用しやすい制度だ

と考えています。ただし，申立ての必要性，何のために申立てをするのかをよく考

えて，補助人の権限を限定してもらわないと，何でもかんでも補助人が代理できる

とすると，本人の能力が残っているのに自分でできないことになってしまいますの

で，補助人に与える代理権を限定して申し立てて欲しいと思います。

● 補助開始の場合，調査の段階で，本人から，自分でできるとの意見が出されたり

することがあります。

□ 補助については，ほとんど通常人と代わらないような判断ができる能力の高い方

が本人の場合があります。そのときは，かなり限定的に考えなければなりません。

補助の場合は，後見，保佐と異なって，基本的には本人に能力があって，その一部

が欠けている場合に選任されることを前提にしています。そうすると，なんでもか

んでもすべて代理権の範囲としてしまっては，本人の能力を奪ってしまうことにな

ります。裁判所としても，その点を吟味して運用しています。

○ 成年後見等開始申立ての手引（別紙第５）の「３申立て後の手続の流れ」の項目

を見ますと，申立てから審判が出るまでかなりの期間がかかるようですが，事案に

よっては，申立て時に早急に後見人が必要な場合もあると思うのですが，そのよう

な場合の手当ては何かあるのですか。

○ 急ぐ場合は，審判前の保全処分という手続を利用して，財産管理人を選任して，

審判が出るまでの間，財産管理人に財産を管理してもらうことができます。

○ 弁護士や司法書士などのいわゆる専門家がするような後見人の仕事を，一般の普

通の方も後見人としてするわけですね。先ほどの説明にもありましたが，後見人に

ふさわしいかどうかを厳密に調査しているとのことですが，後見人として，人柄と

， ，かがふさわしくても 専門家がするようなことを一般の方にしてもらうのですから

何か，専門的なことが必要ではないかと思うのですが，一般の方に，指導というか

教育というか，そのようなことは何かしているのですか。

□ 申立人が候補者を兼ねている例が約半数くらいあり，例えば，母親と息子さんが

来庁されて，父親が本人で息子さんが後見人となる例などが非常に多いのですが，

その場合，母親である申立人と後見人候補者である息子さんとが同時に来庁されま

。 ， ， ，「 」す ですから そのような場合は 手続相談時や申立て時に 成年後見人Ｑ Ａ&
という冊子や成年後見制度についての書類を渡して，後見人についての責任と権利

義務や職務内容を約３０分くらいかけて説明しています。また，後見人に選任する

決定を記載した審判書を後見人に送付するときに，別途，後見人としてしていただ

くことを記載した書類も送っています。

□ 後見人候補者への家裁調査官の選任調査の段階では，かなり後見人の職責につい
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て説明をしています。また，先ほどの説明にありました「成年後見人Ｑ Ａ」とい&
う冊子には，後見人としてこのような場合はどうするという質問に対して，こう行

。 ， ，動するといった回答が分かりやすく記載されています ですから 後見監督として

調査官が後見人を呼んで調査をする際に，原点に戻る意味で「成年後見人Ｑ Ａ」&
， ，を読んでもらうように言ったり 調査の際に持参してもらって手元に置くなどして

冊子の内容を確認してもらったりしています。また，この冊子を見てもらって，だ

からこのような場合はこうしてもらわないと困るのですと言ったようなことを，そ

の都度，その都度，この冊子を活用する等して後見人を指導しています。

○ 精神障害を理由とする浪費であってもこの制度は利用できるのですか。

● はい，できます。旧制度では，浪費者であることを理由として準禁治産宣告が出

ていましたが，成年後見制度は精神障害があることが必要です。

○ 成年後見等開始申立ての手引（別紙第５）によれば，成年後見制度の利用例とし

て契約の締結，遺産分割の協議，不動産の売買等が挙げられていますが，高い買い

物をしたり，不要な物をたくさん買うなどの場合でも利用できるのですか。

● はい，できます。そのような例も結構ありますので，後見ないし保佐開始の手続

になります。

○ 申立人になることのできる人は限定されているようですが，例えば，精神病院の

医師が患者の財産管理のために後見人を選任したい場合などはどのように解決され

ていますか。

○ そのような場合は，医師は，まず親族等に相談をすると思います。親族の方がい

らっしゃれば，親族から申立てをしていただくことになると思います。親族の方が

いらっしゃらない場合は，市町村長も申立人になることができます。

○ 例えば，患者と親族の間で，遺産相続の問題などがあって，十分な保護が期待で

きないと感じるような場合など親族を通じて申立てをするのが不適切な場合はどう

なのでしょうか。

● 遺産相続の場合は，親族が２～３のグループに分かれていることが多いので，誰

。 ， ，か患者側の味方になるグループがあることが多いのです また 親族がいないとか

親族がいても音信不通である場合などは，市町村長から申立てをしてもらうことが

ありますが，親族など，誰かを捜し出してきて申立人になってもらっていることも

多いようです。

○ 後見人の変更や解除のようなことはできるのですか。

， ，○ 場合によりますが 後見人に不適切な管理行為などがある場合は解任をしますし

後見人が高齢になって職務を全うできない場合は，辞任してもらって新しい人を選

任することもあります。

（休憩）

○ 後見事件の新受件数は結構数があるようですが，高齢者と精神障害者の割合はど

の程度あるのですか。

● 統計としては把握していませんが，成年後見事件を担当している感触としては，

高齢者が圧倒的に多く，若年の精神障害者は比較的少ないと思います。

○ 例えば，痴呆の方の場合などでも，家族関係が調和していて家族で上手くやって
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いる場合でも，あえて成年後見制度を利用している理由が何かあるのでしょうか。

● 例えば，施設へ入所する契約を締結する場合などに，後見人を選任します。

○ その場合でも，あえて後見人が契約を締結しなくても，本人の長男などが契約す

れば良いのではありませんか。

● 最近は，施設や銀行などから後見人を選任するように求められるようです。

○ そうすると事件は増える一方ではありませんか。

● そうです。家庭裁判所としても，増え続ける事件の対応に苦慮しています。

○ 身よりのない方とか，親族が申立てに協力しないとか，いろいろあると思います

が，そのような場合，市町村長の申立てについて，予算を立てるなど，どの程度，

市町村として力を入れているのでしょうか。

□ 例えば，実務の中で時々見かけるのは，独居老人や施設に入所している方で，判

断能力が衰えて悪質な訪問販売に引っかかったり，預金や生活保護費の管理もでき

ずに困っている場合などです。その場合，市町村が親族を捜して，親族から申立て

をしてもらう場合もありますし，そのような方が見つからない場合は，市町村長が

申立てをしています。つまり，市町村の福祉行政事務の中で，必要に迫られて申立

てをすることもあるように思われます。また，国の制度として，成年後見支援費制

度もできまして，ある程度の費用はそこから支払うことができるようになりました

ので，行政の方が家裁に相談に来られて，そのような制度を活用したりして申立て

をするケースも結構あると感じています。

● そのようなケースは，事件数としては結構数があると思います。

， ， ，□ 例えば 身よりのない老人の方で ある程度の財産を持っておられる方について

その財産を保護するために，市町村長から申立てをするケースもあります。

○ このような制度ができてくると，銀行等が，トラブルになるのを避けるために，

本人に能力がない場合は後見人を選んでもらうように，いわば経済的原理から，後

見人を選任するように言ってくるようになると思うのですが。

● 銀行でお金を借りるのに，父親名義の不動産に担保を設定しようとして，父親に

判断能力がない状態だった場合，銀行から言われて成年後見の申立てをするケース

も結構あります。金融機関などは，後見人の選任をするように求めることが多いの

ではないかと思います。

○ 家族関係が円満な状態で，長男などがきちんと管理していても後見人を選任する

ことになるわけですね。

● その時は，長男の方が後見人に選任されると思います。

○ ですが後見人としての義務もかかってきますから，円満な家族の中で，権利義務

ということはどうでしょうか。

● 義務もかかってきますが，上手くいっている場合は問題にはなりません。

， ， ，○ 今までは 例えば 長男が印鑑を持っていけば預金の引き出しとかができたのに

最近はそれができないとの話は聞きます。後見人になれば，特にトラブルがなくて

も，何年かごとに管理状況を報告するなどといった義務は出てきます。

○ 後見人の登記については，東京法務局になっているのですか。

● はい。現在は１箇所ですが，来年以後には増えていく予定です。
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○ チエックする側からすれば，東京しかないのは不便では。

□ 現在，後見人の登記は東京法務局１箇所です。数を増やすなどについては，いろ

いろな方面からそのような意見も出ています。登記事項証明書の請求については，

裁判所に書式やサンプル記載例を用意し，それを見れば申立人の方で請求手続をし

ていただけるように配慮しています。

○ 後見人登記については，プライバシーの関係もあって，自分本人の登記以外は，

利害関係のある人でないと取ることはできません。

○ 複数の人の後見人になれるのですか。

○ 弁護士や司法書士の方などは，余力があればそのようにしていただいています。

あまり例はありませんが，その他の個人の方についても理屈の上では可能です。

， ， ，● 前に例があったのは 父親と弟について それぞれ精神障害があるということで

同じ人が後見人になっていました。

○ その場合は，それぞれについて調査を通じて適正であると判断するのですか。

● そうです。

○ 平成１２年４月から制度が始まったようですが，仮に１年で５００件の申立てが

あったとして，本人が亡くなるまで後見人の職務は続くわけですから，このままど

んどん後見人が増えていけば，裁判所のシステムとしてパンクしそうな気がするの

ですが。

● 適正かつ効率的に処理をしていくことになります。

○ 選任され続ける後見人の職務をチエックすると，膨大な業務量になるのではあり

ませんか。チエックについては裁判所がするのではなくて，他の機関を作るとか。

● 本人が高齢者の場合は，後見人の職務期間も比較的短いと思われるのですが，若

年性の精神障害者の場合は，期間が長くなります。

○ 数字を見ますと，後見人には８３％から８５％の方が，専門家でない一般の方か

ら選ばれています。普通の人が後見人をしている場合に，定期的に報告を求めてい

るとのことですが，後見人としての業務がどこまでできるのかという点と，病気の

看護や入退院などの身上介護も後見人の職務ですが，その点も家庭裁判所が監督し

ているのですか。

● 裁判所の後見監督は，財産管理の面だけです。

○ 後見人について，定期的に財産の管理について報告を求めて，管理状況について

確認をしているのですか。

● そうです。ですから，裁判所の職員の労力は非常に大きなものになっています。

○ 後見人のチエックの専門機関を作るとか，ビジネスになるようにしてはどうです

か。

○ 東京家裁では成年後見を専門に担当する部があるようですが，神戸家裁にはない

のですか。

○ 神戸家裁にはありません。東京家裁では，成年後見の集中部がありますし，後見

等開始については専門のセンターがあります。大阪家裁にもセンターがあります。

● 徐々にそのような態勢も考えていかないといけないと思います。

○ このような制度ができてくると，銀行などが成年後見の申立てをするように求め
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たりして，一家庭一後見人のようになって行く流れもあり得ますね。そうなって，

後見人のチエックに調査官がエネルギーを取られると，他の事件ができなくなるの

ではありませんか。

● そうですね。通常の裁判所の事件は，何かを決定すると終わるのですが，成年後

見は本人が亡くなるまで終わらないのです。

○ 社会全体の中で大きく見れば，これは裁判所の仕事というより福祉の仕事のよう

な気がします。

○ 始めは，成年後見制度は特殊な人に後見人が付くと思っていたのですが，普通の

人でも後見人の許可がないと契約とかの手続ができにくいと言ったような流れにな

っているようですので，後見人のチエックが増え続けることについて，裁判所とし

ても早めに声を挙げておかれた方が良いのではありませんか。

○ 悪質な訪問販売が来たときにも，ついつい買ってしまうような弱さを持っている

くせのある人について，補助人を付けて，買い物を制限すれば，私は補助人が付い

ているので契約できませんなどと言って，しつこい人に対しても，それが身を守る

一つの盾になったりすると思うのですが。

○ 「弱さを持っているくせのある人 ，とおっしゃいましたが，補助の場合も，添」

， 。付書類に診断書を添付していただくなど 本人に障害がないと利用できないのです

○ 被暗示性が高いと言うだけではだめで，病名が付かないといけないのですね。

● 何かするときに他人の助力を要する人について補助人が選任されるのです。例え

ば，１０万円以上の買い物をするときは補助がいるとしておけば，本人が契約して

しまっても後で取消ができることになります。ですが，そのためには，本人に精神

上の障害が必要です 「人の言葉にすぐのってしまう 」というだけではだめなの。 。

です。

○ 被補助人が選任されていることを第三者に示すような書類はないのですか。

● 補助人を選任した旨の審判書があります。

○ 後で契約を取り消すのも面倒なので，それを家の前などに貼っておくなどしてお

けば，未然に防ぐことができるのではありませんか。

● 本人がそれをするのは自由ですが。

○ 審判の結果が告知されるのは本人と後見人ですか。

□ 後見の場合は本人に能力がないと判定して選任しますが，何らかの能力が残って

いる方もいますので，法律上は，本人には通知をして後見人には，審判の効力を発

生させる要件でもありますから，告知をしています。

○ 鑑定人には何も来ないので，通院されている方からは，後見人が選任されました

等の話を聞くこともあるのですが，そうでない方は，鑑定した後，鑑定が採用され

たかどうか，その先がどうなったのか分からない状態なのです。それについて，何

か教えていただけるような制度はあるのですか。

● 今のところありません。

， ，○ 悪質な後見人が被後見人の財産を横領して 被後見人に他に身よりがない場合に

裁判所が，後見人を刑事告発することは予定しているのですか，あるいは実際にそ

のような事例があるのですか。
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● 具体的な事件は申し上げられませんが，あります。使い込みがあった場合は，話

し合って弁済してもらう例もありますが，現に，裁判になっている例もあります。

また，その場合に，後見人が本人の子供等の推定相続人の場合は，難しいものが

あります。第三者後見人はそのようなことはないのですが，例えば，推定相続人に

ついては，財産は，どうせ本人が亡くなったら自分たちの物になると，親の財産を

もらうのだからと当たり前の意識でやっていることもあります。

○ 任意後見人制度については，利用数が少ないようですが，制度が利用しにくいの

ですか。

● 公証人の知人からは結構多いように聞いていますので，そんなことはないと思い

ます。任意後見人については，まず，公正証書を作成して選任契約をします。家庭

裁判所には任意後見人監督人の選任という形で来ますので，実際の数字は，家庭裁

判所にはすぐには分からないのです。

○ 平成１２年４月から制度が始まったのですが，まず，精神的に問題のない方が任

意後見制度を利用します。そして，その方に何か問題が発生してから家庭裁判所に

， 。申立てがありますので 家庭裁判所に来るのはこれからではないかと思っています

● 任意後見人には，司法書士の方がなっている例が多いようですが。

○ むしろ，司法書士としては任意後見人に力を入れていて，増えてはいます。

○ 私の意見ではないのですが，弁護士の報酬が安いという声があります。定額とい

うわけではないのですが，月にすると３万円ぐらいです。後見人の仕事は，身上介

護も含まれていますので仕事量とすれば大変な量があります。ある弁護士から聞い

たところでは，３箇月ごとの転院の契約の世話もして，死に水までとって，葬式も

挙げて，そこまでしたそうです。それで月３万円は安いと。その当たりの配慮はま

ったくないのでしょうか。

● 報酬は仕事の内容などの関係もありますが，要するにお金がない，本人の財産額

が少ない場合があって，その関係があるので非常に難しいものがあります。また，

弁護士の方は相続財産管理人のことを念頭に置いているのかも知れませんが，相続

財産管理人の場合は，財産がある場合が多いのです。御要望にはできるだけ配慮し

たいとは考えています。

また，私も成年後見制度の講演等をしていますが，その時の反応として，一般の

， ， 。人は 第三者専門家に後見人を依頼したがるのですが 報酬を払うのは嫌がります

仕事をしてもらうのですから，報酬を払うのは当然のことなのですが，なかなかそ

のことを頭に入れてもらえないのです。ですから，嫌がっている人を説得して第三

者後見人を受け入れてもらうことには，書記官がとても苦労しています。

□ 後見人に弁護士等を選ぼうとしても，推定相続人が申立人の場合は，本人が亡く

なればその財産は将来自分の物になることが影響して 「財産の管理にはなるべく，

お金のかかる第三者専門家にはお願いしたくない，それだったら自分たちで管理す

る 」とおっしゃる方が多いのです。日本では，まだ知識にお金を払うのを嫌がる。

傾向があります。

中には，強硬に，第三者専門家後見人を解任して欲しいと家庭裁判所に申し入れ

る方も現実におります。書記官としてもその方との対応が大変なのです。そのよう
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に言ってくる方のケースで，別の方を後見人に選んだとしても，また，別の問題が

起こってくることが考えられますので，家庭裁判所としては，あくまで第三者専門

家を後見人にする方針を貫きます。

● 難しい問題があります。日本では，まだ知識にお金を払うという考え方をする人

が少ないと感じています。

● ほかにありませんか。成年後見に関してではなくても結構ですから。

○ 参与員の関係はどうなっていますか。

○ 私は人事訴訟を担当していますが，すでに，参与員の方が人事訴訟事件に立ち会

って，和解で解決した事件があります。その他に，証拠調べに入る事件もあって，

立ち会う参与員２人も選任しています。今後も，徐々に相当な事件に入っていただ

こうと考えています。

参与員の方に立ち会っていただいた場合は，原告と被告の方には 「民間の方で，

参与員という方をご存じですか 」と尋ねるのですが，たいていの方は頷かれて，。

抵抗なく受け入れていただいています。

● ４月から人事訴訟が家裁に移管され，これまでは，主張の交換など事前の手続を

していましたので，参与員について実質動き出すのはこれからです。

， 。 ，● ○○委員には 実際に参与員として人事訴訟に立ち会っていただきました 何か

感想などありましたらお願いします。

○ 非常に緊張しました。また，言葉が原告・被告など調停で使っている言葉とも違

いますのでその切り替えが大変でした。また，裁判官と事前協議をしたときに，参

与員は，裁判官の許可を得て原告・被告に質問をするとありましたので，あまり質

問することもないのかと思っていたのですが，裁判官が，私たち参与員に 「質問，

はありませんか 」と促していただいたりしました。そして，立ち会った事件につ。

いては，それなりの内容の和解で終了しました。

○ 原告と被告には，この方は参与員で，裁判官ではなく民間の方ですというように

説明するのですか。

○ はい。裁判官ではなくて民間の方ですと説明しています。

● ほかに，何か御意見はありませんか。

● それでは，意見も出尽くしたようですので，このテーマに関する意見交換はこの

程度とします。貴重な御意見をありがとうございました。

( ) 次回の家裁委員会のテーマについて9
次回の家裁委員会のテーマは「神戸家庭裁判所における少年非行と教育的措置」に

決定した。

決定の概要は次のとおり

● 次回の家庭裁判所委員会の意見交換のテーマにつきまして，前回委員会で，少年

事件についてテーマにしたいので何が良いテーマを考えていただくようにお願いし

ておりましたが，どなたか何か良いテーマはございませんか。

○ 家庭裁判所で実際どのような手続をして，どの点に御苦労があるというような話

をお聞かせいただければと思います。

○ 興味があるのは，少年に対する処分の内容，接し方，家庭裁判所として苦労して
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いるところなどを聞きたいです。

○ 私は少年事件はほとんど関与していないのですが，少年の側から見れば，家庭裁

判所は処罰する所と捉えられていると思うのです。本来はそうではないと思います

ので，少年の社会内処遇について，実際にはどの程度までやっているのかについて

伺いたいです。

また，最近は，児童虐待の問題もありますのが，そのような問題には家庭裁判所

はどのように関与しているのですか。

● 児童福祉法２８条の施設入所許可について関与しています。

○ 後は，家事事件で関係しています。

○ 少年審判の際には，児童虐待の関係など，どこまで家庭内の事情に入り 込んで

判断しているのかということを聞きたいのです。

○ 少年事件について，例えば少年院送致などいろいろな形で処置を執りますが，そ

， ，れ以外にも 少年や保護者に対していろいろな教育的な措置を執っているのですが

そのようなことについて紹介してはどうでしょうか。

● 「少年が非行を繰り返さないように～家庭裁判所における教育的な措置～」が平

成１７年１月の広報テーマにもなっていますし，次回のテーマは 「神戸家庭裁判，

所における少年非行と教育的措置」ということにしてはどうでしょうか。

○ それは，審判不開始不処分でも何もやっていないということはないということで

すか。

● それも含めてということです。それでは，次回のテーマは「神戸家庭裁判所にお

ける少年非行と教育的措置」ということにさせていただきます。

( ) 次回日程等10
次回委員会の日程は，平成１７年２月２５日（金）午後１時３０分から午後４時ま

でと決定した。

( ) 所長閉会あいさつ11
( ) 閉会のことば（総務課長）12

※ 別紙第１～別紙第５については省略


